【ベンチャーファンドに係る運用体制、商品特性、未公開株等の評価方法等に関する報告書　様式・記載要領】
　　　 （新規ベンチャーファンド上場申請者用） 　　　
○○○○年○○月○○日
ベンチャーファンドに係る運用体制、商品特性、未公開株等の評価方法等に関する報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ベンチャーファンド発行投資法人名
○○○○投資法人　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
執行役員　○○　○○　　　　　　　

（コード：○○○○）
問合せ先
ＴＥＬ．○○－○○○○－○○○○　
ベンチャーファンド資産運用会社名　　　　　　　　　　
○○○○株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
代表取締役社長　○○　○○　　　　
	＜報告書記載上の留意事項＞
○　ベンチャーファンド発行者等であるベンチャーファンド発行投資法人（以下「投資法人」といいます。）・ベンチャーファンド資産運用会社（以下「資産運用会社」といいます。）は、本報告書の提出後に、「２．商品特性」、「３．投資法人等の体制」又は「４．（１）利益相反取引への取組み等」の記載内容に変更が生じた場合には、遅滞なく変更後の報告書を提出することが義務づけられています。なお、それ以外の記載事項に変更が生じた場合には、変更が生じた後最初に到来する営業期間経過後３か月以内に変更後の報告書の提出を行うことで足ります。
○　本報告書は、ベンチャーファンド発行者等の運用体制等の情報（投資法人、資産運用会社及びスポンサーの資本関係・人的関係・取引関係、また、これらの関係を踏まえた利益相反取引への対応方針、運用体制及び利害関係人等など特別な利害関係にある者との具体的な取引状況など）、ベンチャーファンドの商品特性（投資方針、分配方針、投資対象、投資リスク及びこれらを踏まえた想定投資者属性を含む）及び一般社団法人投資信託協会の定める投資信託財産の評価及び計理等に関する規則第14条に規定する方法による評価方法等（又は未公開株等評価機関による未公開株等の評価方法等）の投資情報として重要と考えられる情報を、投資者に対して継続的に提供するものです。本報告書の記載にあたっては、こうした趣旨を十分ご理解のうえ、作成してください。


１．基本情報
（１）投資法人の上場の目的
	＜記載上の注意＞
・　投資法人の上場の目的を記載してください。


（２）コンプライアンスに関する基本方針
	＜記載上の注意＞
・　投資法人及び資産運用会社は、資産運用に係る業務の遂行等において、法令遵守を意識した行動が求められます。また、投資法人及び資産運用会社の業務においてコンプライアンスに違反する行為を防止するといった観点だけでなく、コンプライアンスに違反した事業を営む企業への投資が行われることがないよう体制整備が求められます。
・　投資法人及び資産運用会社のコンプライアンスに関する基本的な考え方、留意している事項又は運用体制等の特徴を記載してください。


（３）投資主の状況　
○○○○年○○月○○日現在
	氏名・名称
	投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯
	投資口口数（口）
	比率
（％）

	○○○○信託銀行株式会社（信託口）
	該当事項はありません。
	**,***
	○○．○

	○○○○株式会社
	資産運用会社である○○○○(株)の親会社。
○○○○(株)と□□サポート契約を締結。
	**,***
	○○．○

	株式会社○○○○
	資産運用会社である○○○○(株)の取引先。
本投資法人の設立時に出資。
	**,***
	○○．○

	・
	・
	**,***
	○○．○

	・
	・
	**,***
	○○．○

	・
	・
	**,***
	○○．○

	上位１０名合計
	**,***
	○○．○


	＜記載上の注意＞
・　営業期間末日現在における投資法人の投資主上位１０名を記載してください。
・　また、投資主と投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯を記載してください。
※　「投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯」欄に、投資主と投資法人の出資関係を記載する必要はありません。
※　スポンサーとは、投資法人の投資主、資産運用会社の株主その他の関係者であって、運用資産の取得その他の資産の運用等に主導的な立場で関与する者をいいます。以下同じ。
※　スポンサーが投資法人や資産運用会社に及ぼす影響は、その資本関係・人的関係・取引関係により発行者等ごとに異なると考えられます。そのため、スポンサーの選定やその範囲については、その実情を踏まえた判断が求められます。なお、スポンサーに該当するかどうか判断することが困難な場合には、東証までお問い合わせください。
※　スポンサーが複数ある場合には、各々のスポンサーについて記載してください。
※　出資の経緯については、投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係を有しており、経緯を把握している場合に記載してください。


（４）資産運用会社の大株主の状況
○○○○年○○月○○日現在
	氏名・名称
	投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯
	株数
（株）
	比率
（％）

	○○○○信託銀行株式会社（信託口）
	該当事項はありません。
	**,***
	○○．○

	○○○○株式会社
	資産運用会社である○○○○(株)の親会社。
○○○○(株)と□□サポート契約を締結。
	**,***
	○○．○

	株式会社○○○○
	資産運用会社である○○○○(株)の取引先。
本投資法人の設立時に出資。
	**,***
	○○．○

	・
	
	**,***
	○○．○

	・
	
	**,***
	○○．○

	・
	
	**,***
	○○．○

	上位１０名合計
	**,***
	○○．○


	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における資産運用会社の大株主上位１０名について記載してください。
・　また、大株主と投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯を記載してください。
※　「投資法人、資産運用会社又はスポンサーとの関係及び出資の経緯」欄に、大株主と資産運用会社の出資関係を記載する必要はありません。
※　スポンサーが複数ある場合には、各々のスポンサーについて記載してください。


（５）スポンサーに関する事項
①　スポンサーの企業グループの事業の内容
	＜記載上の注意＞
・　スポンサーの企業グループの事業の内容について、企業グループ各社の役割・分担を含め、わかりやすく具体的に記載してください。
・　スポンサーの企業グループとは、スポンサー及びその子会社・関連会社をいいます（以下同じ。）。
・　スポンサーの企業グループの未公開株等への投資に関連する事業の内容を記載してください。
・　スポンサーを含めた企業グループ各社の事業関係や資本関係等について、鳥瞰図等を用いるなど、わかりやすく具体的に記載してください。
・　スポンサーが複数ある場合には、各々のスポンサーに関して記載してください。
・　スポンサーが有価証券報告書提出会社である場合には、当該有価証券報告書において記載される「事業の内容」等を踏まえて記載してください。


②　スポンサーの企業グループとの情報提供に係る契約等の状況
	＜記載上の注意＞
・　スポンサーの企業グループと投資法人又は資産運用会社が情報提供に係る契約等を締結している場合には、その内容を記載してください。
・　また、投資案件や情報提供に係る契約を締結しているスポンサーの企業グループが未公開株等若しくは未公開株等関連資産の取引又は運用業を営む場合には、スポンサーの企業グループと投資法人の投資対象の棲分け、あるいは、重複の状況、スポンサーの企業グループと投資法人又は資産運用会社間における当該契約により第三者から提供される情報の利用に係る優先順位、スポンサーの企業グループにおける投資法人又は資産運用会社に提供する投資案件や情報の選別方法について、わかりやすく具体的に記載してください。
・　有価証券報告書又は有価証券届出書において記載する「投資方針」の内容に、情報提供に係る契約等に関する事項が定まっている場合には、その内容等を踏まえて記載してください。
・　投資案件や情報提供に係る契約締結先であるスポンサーの企業グループが未公開株等若しくは未公開株等関連資産の取引又は運用業を営み、スポンサーの企業グループが第三者から提供される情報を自社の利益のために利用する可能性がある場合には、当該情報の利用に際し投資法人とスポンサーの企業グループの投資対象が競合する可能性があることから、この状況を明確にする必要があると考えられます。そこで、投資対象の異同を明らかにする観点からスポンサーの企業グループと投資法人の投資対象の棲分け、あるいは、重複の状況を記載してください。また、スポンサーの企業グループにおける投資法人又は資産運用会社に提供する情報等の選別方法については、当該契約により投資法人又資産運用会社に提供される情報・投資対象銘柄の内容を業種、ステージ、地域、投資規模など、可能な限り具体的に提供される情報等の相違がわかるように記載してください。
・　また、スポンサーの企業グループ内で複数の上場投資法人と情報提供に係る契約等を締結している場合には、各上場投資法人の投資対象や投資方針の相違、スポンサーの企業グループ内での各上場投資法人の管掌部門の区分、各契約等により提供される情報等の範囲など、事業区分について記載してください。


（６）資金の借入れ又は投資法人債券の募集に係るリスク管理方針

	＜記載上の注意＞

・リスク管理方針は、想定するリスクについて、(i) リスクの特定、(ii)リスクの把握・認識方法、(iii)リスクリミット、(iv)リスク低減の方策（リスクへの対処方針）、(v) リスク発現時のリスク削減方法及び(vi)その他発行者等がリスク管理上必要と考える観点から、わかりやすく具体的に記載してください。


２．商品特性
（１）投資方針、分配方針、投資対象、投資リスク及びこれらを踏まえた想定投資者属性
	＜記載上の注意＞

・　未公開株等や上場後の継続保有株券等などの投資方針（業種、ステージ、地域、投資規模を含みます。）、分配方針、投資対象、投資リスクをわかりやすく具体的に記載してください。

※　有価証券報告書又は有価証券届出書において記載する「投資方針」「分配方針」「投資対象」「投資リスク」の記載内容が決まっている場合は、その内容等を踏まえて記載してください。
・　想定投資者属性は、商品特性（投資方針、分配方針、投資対象及び投資リスク）を踏まえて、想定する投資者の(i)投資目的（推奨される継続投資期間も含む）、(ii)リスク許容度について、投資法人及び資産運用会社の認識をわかりやすく具体的に記載してください。なお、ファンドによって、その特性は様々であることが想定されるため、商品特性を踏まえて記載内容は創意工夫ください。
※　一般的に、ベンチャーファンドは、以下のような投資リスクを有します。

-　投資主に対してなされる金銭の分配について、分配の有無及びその金額は、いかなる場合においても保証されていません。また、ベンチャーファンドの収益は、投資先からの配当（インカムゲイン）や投資先の持分を売却した際の売却益（キャピタルゲイン）に依存します。この点、投資先の上場やM&A等によって投資資金の回収を図ることを想定しているため、恒常的な配当を見込む商品ではありません。さらに、投資先の持分の売買は一般的に当事者間の交渉による相対取引により行われ、流動性も低いため、取引参加者の意向により取引条件が大きく変動する傾向があるとともに、売却までに想定外の時間を要する可能性もあります。そして、ベンチャーファンドの投資先が上場やM&A等を行った場合であっても、投資コストを上回る期待した売却益を確保できる保証はありません。

-　投資先などの破綻や財務状況の悪化により、投資元本が全額失われる可能性があります。

-　投資資金の回収の際には、投資先の株式上場時及びその後の株式市場環境の影響を受けるため、必ずしも期待どおりのキャピタルゲインを得られない場合があります。

-　ベンチャーファンドの運営は、ベンチャーファンドの役員及びその資産運用会社の人材に大きく依存しており、これらの人材が失われた場合、ベンチャーファンドの運営に悪影響を及ぼす可能性があります。特に、ベンチャーファンドの投資先は投資に係るリスクが大きいという側面があり、投資先の選定に際して慎重な考慮が必要になります。また、ベンチャーファンドによる投資後においても、ベンチャーファンドの資産運用会社が、投資先の成長を促すために、投資先に対して様々な支援を行うことが想定されます。この様な取り組みの成功には、ベンチャーファンドの投資先の業界に関する幅広い知見や投資事業の運営における専門的な知見を有する人材の確保・維持が不可欠となります。ベンチャーファンドの資産運用会社において、この様な有能な人材を十分に確保・維持することができない場合には、ベンチャーファンドの投資規模の維持・拡大や投資成長に悪影響を及ぼす可能性があります。

-　ベンチャーファンドの投資先は、財務基盤・事業基盤が弱く、売上がない又は僅少であることにより収益が安定していないことも多く、倒産可能性、財務体質の不安定性、人的資源・経営資源の制約、研究開発能力の限界等に伴うリスクや不確実性が高いため、投資に係るリスクが大きいという側面があります。また、ベンチャーファンドの投資先は、国内外の政治・経済・社会情勢等の影響を受けるほか、投資先に関連する規制環境の変化によって、その事業活動を期待通りに展開できなくなる可能性があります。また、投資先が属する業界環境の急変によって、投資先の技術・ビジネスモデルが早期に陳腐化する可能性もあります。また、当該産業分野自体が、何らかの理由により衰退する可能性もあります。加えて、投資先の顧客の属する業界環境や競争状況の影響を受ける可能性もあります。

-　ベンチャーファンドの投資先は、一般的に上場企業に比べて投資判断に際して取得することのできる情報が限定されているとともに、その正確性・真実性・網羅性・十分性が保証されているわけではありません。このような限定的な情報に基づいて投資判断をせざるを得ない場面があるため、ベンチャーファンドが当初想定した投資成果を達成できる保証はありません。

-　ベンチャーファンドの投資口については、十分な流動性が確保されず、適切な時価及び適切な時期に換価できない可能性があります。
※　以上の投資リスクを踏まえると、一般的には、ベンチャーファンドは、主に、投資先の非上場企業の上場・M&A等によるエグジットにより投資回収を図ることが想定されている商品であることから、中長期（３～５年以上）の資産形成を目的とする投資家向きの商品と言えます。また、ベンチャーファンドの投資先である非上場企業は、財務基盤・事業基盤が弱く、売上がない又は僅少であることにより収益が安定していないことも多く、事業リスクや経営の不確実性が高いため、リスク性商品への投資に充てるための余裕資産を十分に保有してない方や投資経験や知識が十分ではない方に適した商品とも言えません。投資判断を行うに当たっては、実際のポートフォリオやトラックレコードの情報を取得した上で、検討を行うことが推奨され、投資方針や分配方針、投資対象、投資リスクについて十分ご理解の上でご検討いただくことが肝要と言えます。


３．投資法人等の体制の状況
（１）投資法人
①　投資法人の役員の状況（○○○○年○○月○○日現在）
	役職名
	氏　名
	主要略歴
	選任理由

	執行役員
	○○　○○
	
	

	補欠執行役員
	○○　○○
	
	

	監督役員
	○○　○○
	
	

	監督役員
	○○　○○
	
	

	補欠監督役員
	○○　○○
	
	


	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における投資法人の執行役員（補欠執行役員を含む。以下同じ。）・監督役員（補欠監督役員を含む。以下同じ。）の役職名、氏名、主要略歴及び選任理由を記載してください。
・　主要略歴については、すべての兼任・兼職の状況を含めて記載してください。また、兼任・兼職先が多い場合において、利益相反関係がないと考えられる兼任・兼職先については、当該兼任・兼職先をまとめて記載しても差し支えありません（例：○○協会など非営利法人５社）。
・　選任理由については、選任経緯や各役員に期待する役割、期待する役割を果たすにあたって評価した点などを記載してください。


②　投資法人執行役員の資産運用会社役職員との兼職理由及び利益相反関係への態勢
	氏　名
	資産運用会社の役職名
	兼職理由
	利益相反関係への態勢

	○○　○○
	
	
	

	○○　○○
	
	
	

	○○　○○
	
	
	


	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における投資法人の執行役員が資産運用会社の役職員を兼職している場合には、その理由を記載してください。また、投資法人の執行役員と資産運用会社の役職員を兼職することにより生じる利益相反関係への態勢を記載してください。
・　スポンサーが資産運用会社の親会社である場合やスポンサーの企業グループからの様々な支援により、資産運用会社の運用体制がスポンサーの企業グループに依存する場合などにおいては、スポンサーの企業グループの意向が資産運用会社の意思決定に影響を及ぼすことが考えられます。この場合、スポンサーの企業グループの意向を踏まえた資産運用会社の決定が投資法人の利益と一致するとは限らない一方で、投資法人の執行役員は投資主の利益に対して忠実な職務の遂行が求められます。これらのことから、利益相反関係への態勢として、当該兼職役員の兼職への問題意識や取組み、今後の方針などを記載してください。


③　その他投資法人役員の兼任・兼職による利益相反関係の有無等（前②に記載された内容を除く）
	氏　名
	兼任・兼職先
	利益相反関係、利益相反取引などへの対応や取組み、今後の方針等

	○○　○○
	
	

	○○　○○
	
	

	○○　○○
	
	


	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における①に記載された者のうち兼任・兼職先との間に利益相反関係がある場合には、その利益相反関係、利益相反取引などへの対応や取組み、今後の方針等を記載してください。


（２）資産運用会社
①　資産運用会社の役員の状況（○○○○年○○月○○日現在）
	役職名・常勤非常勤の別
	氏　名
	主要略歴
	兼任・兼職・出向の状況

	
	○○　○○
	
	

	
	○○　○○
	
	

	
	○○　○○
	
	

	
	○○　○○
	
	

	
	○○　○○
	
	

	
	○○　○○
	
	


	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における資産運用会社の取締役・監査役の役職名、氏名、主要略歴及び兼任・兼職・出向の状況を記載してください。
・　出向の状況については、出向元の会社名を記載してください。


②　資産運用会社の従業員の状況（○○○○年○○月○○日現在）
＜記載例＞
	出向元
	人数
	出向元と兼務がある場合にはその状況

	
	○○（株）
	**
	△△部長が出向元○○部長を兼務

	
	□□（株）
	**
	無

	
	（株）△△
	**
	無

	
	（株）××
	**
	無

	出向者計
	**
	―

	資産運用会社従業員総数
	**
	―


	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における資産運用会社の従業員数、出向受入れ状況及び兼務の状況を記載してください。
・　出向受入れの状況及び兼務の状況については、出向元及び兼務先の会社毎に出向者の人数・出向元の会社名、出向元との兼務をしている場合には、兼務の状況について兼務先の部署を記載してください。
・　出向の有無に関わらず、兼務がある場合には兼務の状況を記載してください。


③　投資法人及び資産運用会社の運用体制
	＜記載上の注意＞
・　提出日現在における、投資法人及び資産運用会社の運用体制を記載してください。
・　資産運用会社の組織図及び各組織の業務の概略を中心に記載してください。
・　各組織の業務の概略には、投資調査・審査、監査やリスク管理・法令遵守に係る業務分掌を含めて記載してください。　


④　資産運用会社及び投資先ファンドの専門性

	＜記載上の注意＞

・　未公開株等に係る専門的経験等を有している人材の配置状況を記載してください。（投資対象資産の運用に関する十分な運用経験年数を有する運用責任者が確保されているかご説明ください。）なお、資産運用会社が、ファンド（投資事業有限責任組合等）を介して未公開株等へ投資を行う場合や運用の再委託を行う場合であって未公開株等に係る実質的な運用が当該ファンドや再委託先で行われる場合には、当該ファンドや再委託先における未公開株等に係る専門的経験等を有している人材の配置状況を記載してください。また、この場合、資産運用会社（委託元に限る。）については、ファンド等の選定・管理の経験を有する人材の配置状況を記載してください。


⑤　資産運用会社及びスポンサーの企業グループの未公開株等で運用するファンドの運用実績
	＜記載上の注意＞

・　資産運用会社及びスポンサーの企業グループの未公開株等に対する運用実績について、わかりやすく具体的に記載してください。


⑥　未公開株等の評価方法及び評価体制
　　※一般社団法人投資信託協会の定める投資信託財産の評価及び計理等に関する規則第14条に規定する方法による評価を行わない場合には項目ごと削除ください。
	＜記載上の注意＞

・　評価を実施する部署や当該部署の人員構成、評価業務のフロー等についても記載してください。
· 使用する株式価値算定方式、各算定方式の算出方法、特定の算定方式を選定する際の考え方・選定手続きを記載してください。


（３）未公開株等評価機関
※未公開株等評価機関への評価の委託がない場合には項目ごと削除ください。
①　未公開株等評価機関の選定方針及び概要（○○○○年○○月○○日現在）
＜記載例＞

未公開株等評価機関の概要

	未公開株等評価機関の概要

	名　称
	住　所
	証券アナリストや公認会計士等の人数
	選定理由

	○○○○ (株)
	〒***-****

○○県○○市○○***-**-**
	証券アナリスト：**人
公認会計士：**人
	

	(株)○○△△
	〒***-****

○○県○○市○○***-**-**
	証券アナリスト：**人
公認会計士：**人
	


	＜記載上の注意＞

・　未公開株等評価機関の選定方針を記載してください。また、提出日の最近に終了した営業期間末日現在において所有している未公開株等について、未公開株等評価機関の概要を記載してください。

・　未公開株等評価機関の選定方針には、未公開株等評価機関を選定するにあたり留意している事項、複数の未公開株等評価機関を利用している場合にはその理由を記載してください。

・　未公開株等評価機関の概要には、未公開株等評価機関の名称、住所、証券アナリストや公認会計士等の人数、未公開株等評価機関の選定理由（未公開株等評価機関の評価機関としての実績等を踏まえて）を記載してください。


②　未公開株等評価機関の独立性
	＜記載上の注意＞

・　未公開株等評価機関の独立性について、投資法人及び資産運用会社と委託先の未公開株等評価機関との間に、資本関係、人的関係、取引関係があるか等について記載してください。関係がある場合には、他の未公開株等評価機関の検討実績や、その結果、当該未公開株等評価機関を選定した理由等についても記載してください。


③　未公開株等評価機関の業務内容及び評価体制
	＜記載上の注意＞

・　未公開株等評価機関の業務内容について、未公開株評価業務以外も含めた事業内容を記載してください。また、未公開株評価を実施する部署や当該部署の人員構成、評価業務のフロー、主な評価実績、情報管理体制等についても記載してください。
・　評価に必要な資料（被評価先の事業計画、決算書、事業報告等）及び適時に業績に影響を与える情報を取得できるフローが構築されていることについても記載してください。


④　未公開株等評価機関による未公開株等の評価方法
	＜記載上の注意＞

・　使用する株式価値算定方式、各算定方式の算出方法、特定の算定方式を選定する際の考え方・選定手続きを記載してください。
· 算定方式における評価技法については、国際的に公正価値測定をする際に用いられる、国際財務報告基準（IFRS）における第13号「Fair Value Measurement」、米国会計基準（USGAAP）におけるTopic820「Fair Value Measurement」、およびIPEV Guidelines等にて示されている、マーケット・アプローチ、インカム・アプローチ、およびコスト・アプローチ等の技法が参考となると考えられます。


（４）その他
①　特定資産の価格等調査者の選定方針及び概要
＜記載例＞

特定資産の価格等調査者の概要

	銘柄名
	特定資産の価格等調査者の概要

	
	名　称
	住　所
	事業内容
	選定理由

	○○

□□


	○○○○ (株)
	〒***-****

○○県○○市○○***-**-**
	
	

	△△

××
	(株)○○△△
	〒***-****

○○県○○市○○***-**-**
	
	


	＜記載上の注意＞

・　投信法施行令第１２４条に定める特定資産の価格等を調査する者（以下「価格等調査者」といいます。）の選定方針を記載してください。

· 提出日の最近に終了した営業期間に取得した特定資産について、資産ごとの価格等調査者の概要を記載してください。

・　価格等調査者の選定方針には、調査者を選定するにあたり留意している事項を、複数の調査者を利用している場合にはその理由を記載してください。

・　価格等調査者の概要には、調査者の名称、住所、当該調査者の選定理由（対象資産の調査実績など）を記載してください。


４．利益相反への対応状況
（１）利益相反取引への取組み等
①　利益相反取引への対応方針及び運用体制
	＜記載上の注意＞
・　スポンサーの企業グループとの取引その他利益相反関係について留意している事項を記載してください。
・　また、投資法人及び資産運用会社の運用体制について、特に、利益相反に対応するために設けられた投資運用の意思決定における仕組みについて、わかりやすく具体的に記載してください。
・　スポンサーの企業グループなど資産運用会社と特別の関係にある者との取引について、内部規程等により独自に取引ルールを定めている場合には、規定する特別の関係にある者や当該取引ルールの内容を記載してください。
・　スポンサーの企業グループなど資産運用会社と特別の関係にある者との取引は、その特別な関係故に通常の取引に比較して当該特定の者に不当に利益を供与し或いは不利益な取引を強制され、投資法人の利益を害するおそれのあるものをいいます。スポンサーの企業グループなど特別の関係にある者との取引に際してどのような点に留意しつつ取引を行っているかなど、基本的な考え方を記載してください。
・　また、利益相反取引への対応として、取引条件の妥当性や取引行為自体の合理性、さらに遵法性を検証する具体的な方法や仕組み、例えば外部専門家の評価、相見積もりの取得、定量的な分析手法の採用、内部監査や外部機関による調査など実施しているものがある場合にはその状況を記載してください。
・　スポンサーの企業グループなど資産運用会社と特別の関係にある者との利益相反取引への対応として、投資運用の意思決定における内部統制上の仕組みをフロー図を用いるなど、わかりやすく具体的に記載してください。内部統制上の仕組みには遵法性のチェック体制を含めて記載してください。
・　各種委員会を組織している場合には、委員会の構成、委員長、社外委員の要件、決定事項、審議方法等を含めて記載してください。
・　利益相反取引に関する投資運用の意思決定や内部統制上の仕組みに係る内部規程を有している場合にはその状況を記載してください。


②　運用体制の採用理由
	＜記載上の注意＞
・　利益相反取引に対応する体制として、前①で記載した投資運用の意思決定における内部統制上の仕組みが適当と考える理由を記載してください。
・　投資法人の執行役員が資産運用会社の役員を兼任している場合には、利益相反取引に対して投資法人の執行役員が果たす機能についての考え方を記載してください。
なお、３（１）②に記載した内容と重複する場合には、その旨を記載したうえで記載を省略しても差し支えありません。
・　スポンサーが資産運用会社の親会社である場合や取締役会の構成がスポンサーの企業グループからの出向者や兼任者により過半数を占められている場合には、スポンサーの企業グループとの利益相反取引に対する取締役会が果たす機能についての考え方を記載してください。
・　委員会に社外委員がいる場合には、社外委員の氏名、略歴、兼任・兼職の状況、スポンサーの企業グループとの関係及びこれらの状況を踏まえた利益相反取引に対する当該委員が果たす機能についての考え方を記載してください。
・　コンプライアンス・オフィサーがいる場合には、氏名、略歴、兼任・兼職、出向の状況、社内での兼務、スポンサーの企業グループとの関係及びこれらの状況を踏まえた利益相反取引並びに法令遵守に対する当該者が果たす機能についての考え方を記載してください。


（２）スポンサー関係者等との取引等
①　利害関係人等との取引等

	＜記載上の注意＞
・　提出日の最近に終了した営業期間における利害関係人等及びその他特別の関係にある者との取引内容を記載してください。
・　利害関係人等は、投信法第１１条第１項及び投信法施行令第１７条に定義される資産運用会社の利害関係人等をいいます。
・　その他特別の関係にある者とは、スポンサーの企業グループなど資産運用会社と特別の関係にある者との取引について、内部規程等により独自に取引ルールを定めている場合における当該特別の関係にある者をいう（４．（２）②において同じ。）。
・　取引内容は、取引状況及び支払手数料等について、利害関係人等及びその他特別の関係にある者の氏名・名称、金額・各取引総額に占める割合・料率（成功報酬含め）、投資案件の紹介料、委託取引などを区分したうえで記載してください。
・　資産運用報告書において記載する「利害関係人等との取引状況」の内容が定まっている場合には、その内容等を踏まえて記載してください。


②　未公開株等及び未公開株等関連資産の売買における譲渡者等の状況

＜記載例＞　※　① 会社名・氏名、② 特別な利害関係にある者との関係、③ 取得経緯・理由等
	銘柄名

	投資法人
	前保有者
	前々保有者
	前々々保有者

	※
	③
取得（譲渡）価格
取得（譲渡）時期
	①、②、③
取得（譲渡）価格
取得（譲渡）時期
	①、②、③
取得（譲渡）価格
取得（譲渡）時期
	①、②、③
取得（譲渡）価格
取得（譲渡）時期

	〇〇
	③本投資法人は、当該銘柄が…で投資基準に合致しポートフォリオ戦略上…であることから取得しております。取得価格は○○百万円でありますが、…であり当該取得価格は妥当なものと考えております。
	①〇〇株式会社②資産運用会社の主要株主
③投資運用目的で取得
	なし
	

	
	〇〇百万円
	
	
	

	
	○○○○年○月
	
	
	

	△△
	③△△株式会社が○○○○年から保有していたものでありますが、…投資基準に合致しポートフォリオ戦略上…であることから取得しました。…であり取得価格は妥当なものと考えています。
	①△△株式会社
②資産運用会社の親会社
③投資運用目的で取得
	（特別な利害関係にある者とは関係のない第三者である場合には以下のように記載してください。）
特別な利害関係にある者以外
	

	
	△△百万円
	
	
	

	
	○○○○年○月
	○○○○年○月
	
	

	××

	③…と投資基準に合致し、長期にわたり高い収益性を確保できる…投資先であるとの判断から取得しました。取得価格は…に基づき算出されたもので合理的であると判断しております。
	①××投資事業有限責任組合
②××投資事業有限責任組合は、資産運用会社の親会社である××が運営するベンチャーキャピタルです。
③投資運用目的で取得
	特別な利害関係にある者以外
	

	
	××百万円
	
	
	

	
	○○○○年○月
	○○○○年○月
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	＜記載上の注意＞
・　提出日の最近に終了した営業期間における利害関係人等及び利害関係人等が意思決定機関を支配する特別目的会社（子会社）並びにその他特別の関係にある者（以下「特別な利害関係にある者」といいます。）からの資産取得について、特別な利害関係にある者とは関係のない第三者までさかのぼった、銘柄ごとの保有者、取得時期、価格情報、保有者の特別な利害関係にある者との関係及び取得経緯・理由等を記載してください。また、特別な利害関係にある者に譲渡している場合には、譲渡先の名称、譲渡時期・価格、当該資産の取得時期・取得価格、譲渡先の特別な利害関係にある者との関係及び譲渡経緯・理由等を記載してください。
・　利害関係人等が意思決定機関を支配するとは、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第２２号）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２２号）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第２０号）に準じて判断するものとします。なお、これらに該当しない場合であっても資産運用に係る契約等の状況から特別な利害関係にある者に準じた記載が望まれる取引については、積極的に記載してください。
・　特別な利害関係にある者との取引は、その特別な関係故に通常の取引に比較して特別な利害関係にある者に不当に利益を供与し、あるいは、不利益な取引を強制され、投資法人の利益を害するおそれのあると考えられます。投資法人が資産を取得する直前の取引が、特別な利害関係にある者との間で短期間のうちに繰り返し行われている場合などには、そのような取引が行われた背景や取得価格の妥当性などについて、わかりやすく具体的に説明・開示することが投資者保護上必要となります。
・　特別な利害関係にある者との取引及び特別な利害関係にある者との間の取引について、取得価格や投資基準への適合状態、ポートフォリオ構築の観点など踏まえて取得経緯・理由等を記載してください。
・　前々保有者がいない銘柄又は前保有者が１年を超えて所有している銘柄の場合は、その旨を明示したうえ、前保有者の取得価格の記載を省略しても差し支えありません。
・　前保有者が１年を超えて銘柄を所有していない場合には、前保有者の取得価格を記載してください。また、前保有者が１年を超えて銘柄を所有しておらず、かつ、前々保有者が１年を超えて銘柄を所有していない場合においては、前々保有者の取得価格を記載してください（前保有者が１年を超えて銘柄を所有しておらず、かつ、前々保有者が１年を超えて銘柄を所有していない場合において、前々々保有者が１年を超えて銘柄を所有していない場合など過去の保有者が１年を超えて所有していない場合には取得価格について同様に記載してください）。
・　前保有者が１年を超えて銘柄を所有していない場合には、取得価格のほか紹介手数料など特別な利害関係にある者に支払った費用を併せて記載してください。
・　特別な利害関係にある者とは関係のない第三者からの取得である場合やその他の理由がある場合で取得価格の記載ができない場合には、取得価格の記載ができない理由を記載することにより前保有者の取得価格の記載を省略しても差し支えありません。


（３）その他の利益相反対応

①　その他利益相反の可能性のある取引

＜記載例＞

	銘柄名
	取得時期
	取得価格
	資産供給元及び元引受証券会社との関係
	元引受証券会社
	取得経緯・理由

	
	○○○○年○○月
	○○○百万円
	
	○○証券(株)
	


	＜記載上の注意＞

・　提出日の最近に終了した営業期間における特別な利害関係にある者との取引以外に特定の者と利益相反の可能性がある取引がある場合には、その状況を記載してください。
・　その他利益相反の可能性のある取引としては、例えば、投資法人の資産取得に際して投資口の発行を行う場合において、投資口発行に係る元引受証券会社等が資産を供給している場合が考えられます。この場合には、元引受証券会社等から取得した資産の名称、取得価格、取得経緯・理由を記載してください。また、元引受証券会社等には、元引受証券会社、元引受証券会社の子会社・関連会社、元引受証券会社の親会社及びその子会社・関連会社を含むものとし、これらの元引受証券会社との関係も併せて記載してください。

・　元引受証券会社等に該当しない場合であっても、資産運用に係る契約等の状況から元引受証券会社等に準じた記載が望まれる取引については、積極的に記載してください。


５．その他

（１）ＩＲに関する活動状況
	＜記載上の注意＞
· 最近におけるＩＲに関する活動状況及び活動方針を記載してください(既に他の取引所に上場している場合)。
· ＩＲ活動に関して、適時開示体制（組織体制・人員）や活動状況（決算説明会やアナリストミーティング等）、過去の実績等を記載してください(活動状況や過去の実績は既に他の取引所に上場している場合)。
· 提出日現在において予定する上場後のＩＲに関する活動方針を記載してください。


（２）反社会的勢力排除に向けた体制整備
	＜記載上の注意＞
・　反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容について記載してください。


以　上
2
3

